
第３回目 障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会に 

ついて 

 

・開催日 令和８年２月 20 日 

・会場  十勝総合振興局合同庁舎 ４階 AB 会議室 

・参加者 別紙のとおり 

 

・委員会内容について  

※障がい者差別解消法に基づく障がい者差別解消支援地域協議会と合同開催 

 

（１） アンケート調査結果についての報告 

 

○ 第１回委員会において、委員より障がい者の特性理解の不足や支援を実施するための体制 

不足について意見があげられたこと、令和６年度から一般企業も含めて、障がい者に対する 

合理的配慮が義務化されたことを鑑み、十勝管内の企業がそのことについてどの程度関心が 

あるのかを把握するため、アンケート調査を実施した。 

→ 結果は、各市町村の商工会経由で管内の企業あてにアンケート調査を実施したものの、回

答を得られたのは二社のみであった。 

   また、回答を得られた二社についても従業員十人未満の小規模企業であったため、障がい

者雇用の対象ではなかった。 

  

○ アンケートで十分な成果が得られなかった要因として、 

  十勝圏域で障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会の認知度が低いことが考えられる。 

 → アンケート調査の周知を商工会へ依頼する際、障がい者が暮らしやすい地域づくり委員会

の名前を出すと、「知らない、聞いたことがない」というような声が多く聞かれた。 

   障がいのある方々の生活をより良くするためにどれだけ有意義な活動をしていても、認知

度が低いままでは、取組は広がっていかず十分な協力も得ることはできない。 

 

◎ 委員会の認知度向上が今後の課題 

 

（２） 精神・発達障がい者しごとサポーター養成講座について 

 

 ○ 一般企業を含め、障がい者に対する合理的配慮が義務化されたことで今後、障がいのある

方々と共に働く機会は増加すると考えられる。 

 → そこで障がい者との協働について理解を深めることを目的に、ハローワーク帯広より講師

を招き、精神・発達障がい者しごとサポーター養成講座を受講。 

 

 



 

 

   障がい者雇用率などの数値に基づく近年の障がい者雇用の実態や多様な精神・発達障がい

についてそれぞれの特性や配慮が必要なこと、実際にハローワークを通じて就労に結びつい

た障がい者雇用の事例紹介などについて説明を受けた。 

  

   講座終了後の質疑応答では終了予定時刻を上回るほど、質問や障がい者雇用に対する相談 

が講師に寄せられ、当初の目的は達成したものと考えられる。 

 

   一方で、今回の会議を開催するにあたり、管内の市町村あてに開催を周知し参加を促した

が、年度末の用務が立て込む時期であることも影響し、管内すべての市町村の参加には至ら

なかった。企業における障がい者雇用の推進や合理的配慮などについての理解促進のために

はまずは自治体が率先して取り組む姿勢を見せることが必要不可欠である。 

 

 ◎ 今後も委員会の活動を行っていく中では各市町村、関係機関などを巻き込みながら、活動

の輪を広げていく必要がある。 

    


